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■研究論文■ 

 

情報提供が気候変動の認知と不安に与える影響 

 

松本安生 

 

要約：本研究の目的は、視覚化された気候変動に関するデータの提供が、一般市民の気候変動問題の認知や気候変動への不安にどのよ

うな影響を与えるかを明らかにすることである。神奈川県相模原市において無作為抽出した 20 歳から 69 歳までの市民 2000人を対象

に郵送法により、一般的なグラフ形式の情報提供（統制群）と視覚化されたデータの情報提供（実験群）を行った。事前及び事後調査

の結果から、統制群（131 名）ではすべての気候変動問題の認知と気候変動への不安で統計的に有意な変化はみられなかったが、実験

群（132 名）では、現状及び将来の気候システムの変化に対する認知が有意に増加した。また、現状の気候システムの変化に対する認

知の変化を従属変数、情報提供への評価及び回答者のデモグラフィック属性を独立変数とした二項ロジスティック回帰分析を行った結

果、認知の変化にはデザインの親しみやすさや文章の読みやすさが重要であることなどが示された。 

キーワード：情報提供，データの視覚化，気候変動問題の認知，気候変動への不安 

 

はじめに 

 世界気象機関（WMO）は、2023年の世界の平均気温が、1850～

1900年の平均を1.45℃（不確実性の範囲は±0.12℃）上回り、174

年間の観測記録の中で最も高かったとする報告書を発表した 1)。記

録的な猛暑は、カナダやハワイで大規模な山火事による深刻な被害

をもたらしたほか、アフリカや中南米の多くの地域に激しい干ばつ

を招いた。日本でも 2023 年の年平均気温が 1991～2020 年の平均

値を1.29℃上回り、統計を開始した1898年以降、最も高い値とな

ったことが発表された 2)。また、同年6月から7月にかけては梅雨

前線に影響により、全国の広い地域で大雨となり、100名近い死者・

負傷者の人的被害と、2 万棟以上に及ぶ床上・床下浸水などの被害

がもたらされた 3)。 

このように、気候変動とその影響がより顕在化し、深刻化してい

るなかでは、温室効果ガスの排出量を削減する緩和策とともに、気

候変動の影響を回避あるいは軽減する適応策の実施が不可欠である。

そのためには実施主体である国や自治体、事業者、市民への適切な

情報提供が重要となっている。例えば、国立環境研究所は気候変動

適応法にもとづき気候変動適応センターを設置し、情報基盤として

気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）を運営している。

A-PLATのウェブサイトでは、国、地域、事業者、個人の取り組み

のほか、統計データや関連する文献などの情報を紹介している（真

砂・服部，2021）。しかし、小杉ほか（2019）は、気候変動に関す

る膨大な情報が既に提供されているが、多くの日本人には十分に届

いていないとし、効果的な情報提供について検討を行っている。ま

た、高薮ほか（2021）も、気候変動とその影響に関する情報や知見

が利用者である「国や地方公共団体、事業者に広く利活用されるま

でにはまだ様々な課題が残っている」とし、その解決には、円滑な

情報伝達を仲介する人材の養成や体制作り、研究者と利用者との情

報交換やすり合わせが重要であることを指摘している。 

こうしたなか、近年、気候変動に関する科学的なデータを、専門

家ではない人々に効果的に伝達するためのツールの一つとして、視

覚化への注目が高まっている。上述のA-PLAT でも、「自然災害・

沿岸域」や「健康」などの7分野における代表的な適応策について、

イラスト（インフォグラフィック）を用いて、体系的な整理や将来

予測との関係などを示している 4)。 

環境情報の視覚化に関する最新技術をレビューした Grainger et 

al.（2016）は、科学者以外の人々との交流において視覚化の可能性

を十分に活用するための主な原則と環境科学における具体的なグラ

フィックの課題を明らかにするとともに、科学的情報の伝達と活用

を強化するためのデザインフレームワークを提示している。また、

Harold et al.（2016）は、気候変動に関するデータ（以後、気候デ

ータ）の視覚化が情報伝達において不可欠な役割を果たすとして、

認知科学と心理科学の分野における研究のレビューをもとに、視覚

的注意の誘導や複雑さの軽減、テキストとグラフの統合など、気候

科学の専門家でない人々にも分かりやすいグラフを作成するための

ガイドラインを提示している。 

一方、気候データの視覚化による効果や課題を実証的に検証した

研究として、例えば、Mcmahon et al.（2016）は、気候変動に関す

る政府間パネル（IPCC）の政策決定者向け要約で使われている4つ

のグラフと、インターネット上の 2 つのインフォグラフィックが、

読者にどのような影響を与えるかを学生実験により検証した。その

結果、IPCC のグラフは気候科学の知識がある学生とそうでない学

生とで受ける影響に違いがある一方で、デザイン性の優れたインフ

ォグラフィックはそうでないインフォグラフィックよりもいずれの

学生に対しても強い影響を与えること、IPCC のグラフが信頼感を

与える一方で、デザイン性の優れたインフォグラフィックは信頼感

を与えないなどを明らかにしている。 

また、Courtney and McNeal（2023）は、IPCCの第5次報告書

に掲載されたグラフと、心理学を活用して新たにデザインしたグラ

フで、被験者である学生の認識を比較した。この結果、統計的に有

意な差ではないが、新たにデザインしたグラフを見た被験者で気候

科学者への信頼と気候変動リスクの認知が最も増加していること、

新たにデザインしたグラフは、IPCC のオリジナルのグラフよりも

信頼できると認識され、気候変動に対する不安が高まったことなど

を報告している。 

さらに、Schuster et al.（2024）は、IPCCの報告書に掲載された

オリジナルのグラフと一般向けに視覚化されたグラフとの比較をも

とに、データの視覚化をどのように活用すればよいかについて、気

候変動や科学コミュニケーションなどの専門家17名と一般市民12

名にインタビューを行った。その結果、データの視覚化において画
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像やアイコンを取り入れることは、より興味深く理解しやすくなる

といった利点があり、一般向けのグラフには大幅な簡略化が重要で

あることや付随するテキストが単純化と正確性のギャップを埋める

可能性があることなどを示している。 

このように気候データの視覚化による効果や課題に関する研究の

蓄積が海外おいてみられる一方、国内では管見のかぎりみられない。

そこで、本研究では気候データの視覚化が、日本において一般市民

の気候変動問題の認知や気候変動への不安にどのような影響を与え

るかを実証的に検証することを目的とした。 

なお、本研究では、データの視覚化については、A-PLATでも用

いられているインフォグラフィックを使用した。また、気候変動問

題の認知については、気候システムの変化（以後、気候変化）と気

候変動による影響（以後、気候影響）のそれぞれの側面に対する現

状及び将来の認知を対象とした。さらに、気候変動への不安につい

ては、松本・矢田部（2011）による気候変動による被災可能性に対

する不安（以後、被災不安）に着目し、「災害が起きた状態を想定し

たときに抱く不安」である状態不安と、「災害が起きた状態を想定し

たときに他人はそれほど心配にならないことでも、当人にとっても

心配になるような、個人の性格に根差した不安」である特性不安を

対象とした。 

 

1．研究の方法 

1．1 提供情報の作成 

 本間ほか（2013）は、「気候変動予測情報が一般市民には十分に伝

わっておらず、気候変動に関する研究成果をどのように社会へ発信

してくべきかが課題」であるとし、一般市民へのアンケート調査を

もとに気候変動対策の必要性を認識するための情報提供方策につい

て検討を行った。この結果、適応策実施の必要性を認識してもらう

ためには将来発生する可能性がある気候変化を説明することの重要

性などを明らかにしている。 

本研究では、本間ほか（2013）の指摘や一般市民への分かりやす

さなども考慮し、「暑さ（猛暑）」と「雨の降り方の激しさ（豪雨）」

を事例として、現状及び将来の気候変化と気候影響に関する科学的

データを作成し、情報提供を行った。具体的には、猛暑の気候変化

として「猛暑日（最高気温 35℃以上）の年間日数」、猛暑の気候影

響として「熱中症救急搬送者数」、豪雨の気候変化として「短時間強

雨（1 時間に 50mm 以上）の年間観測日数」、豪雨の気候影響とし

て「河川浸水による一般資産等被害額」に関するデータを作成した。

このうち、現在の気候変化については気象庁（2014）、現在の気候影

響については消防庁 5) 及び国土交通省 6)の資料をもとに作成した。

また、将来の気候変化については気象庁（2013）、将来の気候影響に

ついてはS-8温暖化影響・適応研究プロジェクトチーム（2014）を

もとにデータを作成した。 

次に、作成したデータをもとにA3版両面 2つ折りのリーフレッ

トにより情報提供を行った。このうち、リーフレットAでは、行政

の報告書などでみられる一般的なグラフ形式でデータを示すともに、

短いタイトルと補足的な説明を加えた（図１）。これに対し、リーフ

レットBでは、必要最小限のデータにより視覚化されたインフォグ

ラフィックでデータを示し、リーフレットＡと同様にタイトルと補

足的な説明を加えた（図2）。インフォグラフィックの作成はデザイ 

 

 

図1 リーフレットA（一般的なグラフ形式） 

 

 

図2 リーフレットB（視覚化されたデータ形式） 

 

 

図3 表紙（右）と裏表紙（左） 

 

ナーに委託したが、データの選択や補足的な説明については著者と

の議論をもとに行った。なお、いずれのリーフレットも表紙はタイ

トルのみとし、裏表紙には猛暑及び豪雨に対して取り組むべき対策

を啓発する内容を記載した（図3）。 

1．2 調査項目 

1)気候変動問題の認知 

 身近な地域における 10 年ぐらい前と比べたここ数年（現状）及
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びおよそ50年後（将来）の気候変化について、「全く変化していな

い（変化しない）」から「非常に変化した（変化する）」までの4件

法できいた（（ ）内は将来についての設問、以下同様）。このうち、

「全く変化していない（変化しない）」を除く回答者に対して、具体

的な気候変化として、「暑い日や暑い夜が増えている（増える）」、「猛

暑の続く期間が長くなっている（長くなる）」、「雨の降らない日が多

くなっている（多くなる）」、「寒い日や寒い夜が減っている。（減る）」、

「短時間に降る雨の量が増えている（増える）」、「短時間の強い雨の

回数が増えている（増える）」、「台風の勢力が強くなっている（強く

なる）」の7項目に対する認知を、それぞれ「全くそう思わない（1

点）」から「非常にそう思う（4点）」までの 4 件法で質問した。こ

れら7項目の平均値を、それぞれ現状の気候変化（以後、気候変化

［現状］）及び将来の気候変化（以後、気候変化［将来］）に対する

認知を示す指標として分析に用いた。 

同様に、身近な地域における10年ぐらい前と比べたここ数年（現

状）及びおよそ50年後（将来）の気候影響について、「全く生じて

いない（生じない）」から「かなり生じている（生じる）」までの 4

件法できいた。このうち、「全く生じていない（生じない）」を除く

回答者に対して、具体的な気候影響として、「熱中症など暑さによる

健康への被害が増えている（増える）」、「デング熱など蚊が媒介する

感染症が広がっている（広がる）」、「短時間に降る強い雨により浸水

被害が増えている（増える）」、「短時間に降る強い雨により土砂災害

が増えている（増える）」、「雨が降らない日が多くなり、水不足とい

った渇水が増えている（増える）」、「近くで収穫される農作物の種類

が変化している（変化する）」、「近くで収穫される農作物の品質が低

下している（低下する）」、「桜の開花が早くなり、紅葉が遅くなるな

どの変化が生じている（生じる）」、「身近なところの生き物の種類が

変化している（変化する）」の9項目に対する認知を、「全くそう思

わない（1 点）」から「非常にそう思う（4 点）」までの 4 件法で質

問した。これら9項目の回答の平均値を、それぞれ現状の気候影響

（以後、気候影響［現状］）及び将来の気候影響（以後、気候影響［将

来］）に対する認知を示す指標として分析に用いた。 

2)気候変動の被災不安 

 松本・矢田部（2011）を一部改変し、気候変動の被災不安として、

状態不安に関する 6 項目と特性不安に関する 9 項目について、「全

く不安でない（1点）」から「かなり不安である（4点）」までの4件

法で質問した。具体的には、状態不安に関する項目として、気候変

動が起こるかもしれない不安の 3 項目（「大雨の回数や雨の量が増

えるかもしれない」、「台風の勢力が強くなるかもしれない」、「猛暑

の続く期間が長くなるかもしれない」）と、気候変動による自然災害

に対する不安の3項目（「近くで浸水や洪水が起こるかもしれない」、

「近くでがけ崩れが起こるかもしれない」、「自分も熱中症になるか

もしれない」）の6項目を取り上げた。また、特性不安として、災害

時の避難や救助の不安に関する３項目（「避難ルートが通れなくなる

かもしれない」、「避難しても避難所で生活できるだろうか」、「救助

体制はできているのだろうか」）、ライフライン断絶の不安に関する

３項目（「停電になるかもしれない」、「断水になるかもしれない」、

「電話やメールが通じなくなるかもしれない」）、他者に対する不安

に関する３項目（「自分の家族は大丈夫だろうか」、「一人暮らしの高

齢者は大丈夫だろうか」、「障害のある方たちは大丈夫だろうか」）の

9 項目を取り上げた。このうち、前者の 6 項目の回答の平均値を被

災不安における状態不安（以後、被災不安［状態］）、後者の9項目

の回答の平均値を被災不安における特性不安（以後、被災不安［特

性］）を示す指標として分析に用いた。 

3)情報提供への評価 

 リーフレットによる情報提供への評価として、「文章は読みやすか

った」、「グラフや図は分かりやすかった」、「構成は分かりやすかっ

た」、「デザインは親しみやすかった」、「内容に興味を持った」、「自

分に関係があると思った」、「信頼できる内容だった」、「文章表現は

適切だった」、「役に立つ情報だった」、「説得力のある内容だった」、

「内容に関して不安を感じた」、「内容に関して恐ろしさを感じた」

の12項目について、「全くそう思わない（１点）」から「非常にそう

思う（4点）」までの4件法で質問し、間隔尺度として分析に用いた。 

4)デモグラフィック属性 

 性別、年代（20 歳から 60 歳以上までの 10 歳刻みの 5 カテゴリ

ー）、職業（会社員等、自営業主、学生、主婦、無職など8カテゴリ

ー）、居住年数（2年未満から20年以上までの5カテゴリー）、住居

形態（持家一戸建て、持家マンション・共同住宅、借家民間アパー

ト・民間賃貸マンションなどの5カテゴリー）、同居人数（1人から

7 人以上の 7 カテゴリー）、日常の主たる情報源（テレビ、ラジオ、

新聞、インターネットのサイト、SNSなど8カテゴリー）について

質問した。分析においては、性別ダミー（男性=0、女性=1）、年代

（20～30 代、40～50 代、60 代以上）、有職ダミー（学生・主婦・

無職=0、会社員・自営業・公務員等=1）、居住年数20年以上ダミー

（20年未満=0、20年以上=1）、持家ダミー（借家=0、持家=1）、同

居人数3人以上ダミー（1～2人=0、3人以上=1）、マスメディアダ

ミー（インターネットのサイト・SNS=0、テレビ、ラジオ、新聞=1）

として用いた。なお、調査ではこのほか今後の情報提供に対するニ

ーズなどについても質問したが、本研究では対象としていない。 

1．3 調査の概要 

 調査は、本研究への協力にご承諾いただいた相模原市において実

施した。相模原市は、人口72.1万人（2015年）を有し、神奈川県

の北部に位置する政令指定都市である。対象者として20歳から69

歳までの市民 2000 人（外国人を除く）を無作為抽出したうえで、

事前調査として 2015 年 1 月～2 月に郵送による調査票の発送（依

頼）と回収を行った。この結果、有効回収数は850人（有効回収率

43.1％）であった。その後、情報提供及び事後調査として、同じ対

象者2000名に対して、2015年5月～6月に郵送によるリーフレッ

ト及び調査票の発送（依頼）と回収を行った。この結果、有効回収

数は484人（有効回収率25.0%）であった。 

情報提供については、対象者をランダムに3グループに分け、そ

れぞれに情報の提供方法が異なるリーフレットＡ～Ｃを同封した。

このうち本研究では、リーフレットA（一般的なグラフ形式の情報

提供）の回答者を統制群、リーフレットB（視覚化されたデータの

情報提供）の回答者を実験群とした。リーフレットＣは、記載され

たＱＲコードから動画を視聴してもらうことで将来予測に関する情

報提供を行う形式であったが、実際の視聴者数が少なかったため本

研究では分析対象から除外した。事前調査及び事後調査ともに有効

な回答が得られた回答者は411名（全対象者の20.6％）で、統制群

は131名、実験群は132名であった。 
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 なお、事後調査には、相模原市からの要望により、事前調査の単

純集計結果（Ａ4 版 8 頁）と、対象地域における近年の気候変化に

関するデータ（Ａ4版1頁）を統計群、実験群とも同封した。 

1．4 分析の方法 

 最初に、統制群と実験群で回答者のデモグラフィック属性に違い

があるかをクロス集計表の独立性の検定（χ2検定）により検証した。

次に、情報提供の違いによる影響を検証するため、統制群と実験群

のそれぞれにおいて、気候変動問題の認知と被災不安について事前

調査から事後調査の変化をノンパラメトリック検定（Wilcoxonの符

号付順位検定）により分析した。また、統制群と実験群で情報提供

への評価に違いがあるかを、ノンパラメトリック検定（Mann-

WhitneyのU検定）により分析した。さらに、気候変動問題に対す

る認知の変化に影響を与える要因を検討するため、実験群における

認知の変化を従属変数、情報提供への評価及び回答者のデモグラフ

ィック属性を独立変数とした回帰分析（二項ロジスティック回帰分

析）を行った。統計解析にはSPSS version 28（IBM）を用い、有

意水準は5％とした。 

 

2．結果と考察 

2．1 回答者のデモグラフィック属性 

分析対象とした統制群と実験群のデモグラフィック属性を表１に

示す。回答者の性別は女性がやや多く（統制群：57.3%、実験群：

55.3%）、年代は20～30代がやや少ない（統制群：17.6%、実験群：

20.5%）。また、職業は有職（会社員、自営業者、公務員等）と無職

（学生、主婦、無職）がほぼ半数であった。さらに、居住年数は20

年以上が約7割（統制群：71.8%、実験群：70.5%）、同居人数は3

人以上が半数以上（統制群：53.4%、実験群：63.6%）、住居形態は

持家が約8割（統制群：80.2%、実験群：80.3%）を占めた。回答者

の主な情報源については、マスメディア（テレビ・ラジオ・新聞）

が約6割（統制群：63.4%、実験群：60.6%）を占め、ネットメディ

ア（インターネットのサイト・SNS）を大きく上回った。 

統制群と実験群における回答者のデモグラフィック属性に違いが

あるか検証するため、クロス集計表の独立性の検定（χ2検定）を行

った結果、いずれの属性についても統計的に有意な違いはみられな

かった（表１）。 

2．2 気候変動問題の認知と被災不安の変化 

 事前調査及び事後調査における気候変動問題の認知と不安の記述

統計量を表2に示す。情報提供による影響を検証するため、統制群

と実験群のそれぞれにおいて、事前調査から事後調査における気候

変動問題の認知と被災不安の変化について、ノンパラメトリック検

定である Wilcoxon の符号付順位検定により分析した。なお、事前

調査における各項目の記述統計量には統制群と実験群で統計的に有

意な差はみられなかった。 

 分析の結果、統制群では気候変動問題の認知と被災不安に関する

すべての項目で統計的に有意な変化はみられなかった。つまり、一

般的なグラフ形式による情報提供は気候変動問題の認知や被災不安

には影響を与えていないと考えられる。一方、実験群では気候変化

［現状］の認知及び気候変化［将来］の認知の2項目で統計的に有

意な変化がみられ（p=0.008、p=0.004）、いずれも事前調査よりも

情報提供後の事後調査において平均値が有意に増加した。これより、

本研究においてはインフォグラフィックにより視覚化された気候デ

ータの提供が、回答者の気候変化に対する認知を高める効果がある

ことが確認された。 

ただし、気候影響の認知や気候変動の被災不安については、実験

群でも統計的に有意な変化がみられなかった。つまり、視覚化され

たデータの提供は、熱中症患者数や氾濫被害といった気候変動によ

る影響を十分に伝えられていない可能性が考えられる。 

 さらに、気候変化［現状］及び気候変化［将来］の下位項目であ

る7項目についても、実験群における事前調査から事後調査の回答

の変化を、同様にノンパラメトリック検定である Wilcoxon の符号

付順位検定により分析した。分析では、事前調査と事後調査で回答

が変化していない場合（同順位）が多いため、より正確なモンテカ

ルロ有意確率を求めた結果、統計的に有意な変化がみられたのは、

気候変化［現状］では、「猛暑の続く期間が長くなっている」と「寒

い日や寒い夜が減っている」の2項目（p=0.005、p=0.000）、気候

変化［将来］では、「雨の降らない日が長くなる」と「寒い日や寒い

夜が減る」の2項目（p=0.012、p<0.001）で、いずれも情報提供後

の事後調査で各項目に対する認知が有意に増加した（表3）。 

 これらのことから、本研究では「猛暑」に関する視覚化された気

候データの提供が、「猛暑の続く期間が長くなっている」とする現状

の認知を高めたほか、「寒い日や寒い夜が減っている」とする現状及

び「寒い日や寒い夜が減る」や「雨の降らない期間が長くなる」と

いった将来の認知を高めたと考えられる。ここで、寒さや雨の降ら

ない期間についての認知が変化した理由としては、調査時期（事前

調査：1月～2月、事後調査：5月～6月）における気象の影響など

が考えられるが、本研究の分析からは明確ではない。 

 

表1 回答者のデモグラフィック属性 
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表2 気候変動の認知と不安の変化 

 

 

表3 気候変化[現状]と気候変化[将来]の下位項目の変化 

 

 

2．3 情報提供への評価 

 事後調査における情報提供への評価の結果を表4に示す。統制群

と実験群のいずれにおいても「文章は読みやすかった」（統制群：M= 

3.183、実験群：M=3.238）に対する評価が最も高く、次いで、「自

分に関係があると思った」（統制群：M＝3.191、実験群M＝3.137）、

「信頼できる内容だった」（統制群：M＝3.217、実験群：M=3.137）

などであった。データの視覚化に関連する項目では、「グラフや図は

分かりやすかった」（統制群：M=3.061、実験群M=3.115）や、「デ

ザインは親しみやすかった」（統制群：M=2.962、実験群：M=3.062）

はいずれも実験群の評価がやや高かった。 

統制群の一般的なグラフ形式による情報提供と、実験群の視覚化

されたデータによる情報提供との間で、情報提供への評価に違いが

あるかを、ノンパラメトリック検定であるMann-WhitneyのU検

定により分析した。その結果、情報提供への評価に関する 12 項目

の全てにおいて、回答に有意な差はみられなかった。 

 

表4 情報提供への評価 

 

 

2．4 認知の変化に影響を与える要因 

 視覚化された気候データの提供による認知の変化に影響を与える

要因を探るため、情報提供への評価に関する 12 項目とデモグラフ

ィック属性を独立変数、事前調査から事後調査における気候変動問

題の認知の変化を従属変数とする回帰分析を行った。 

具体的には、前述の分析により統計的に有意な変化が観測された

実験群における気候変化［現状］及び気候変化［将来］に対する認

知について、事前調査から事後調査において「認知が強まった=1」、

「認知が強まらなかった（変化なしあるいは認知が弱まった）=0」

を従属変数とする二項ロジスティック回帰分析（強制代入法）を行

った。ただし、気候変化［将来］に対する認知の変化については、

統計的に有意なモデルが得られなかったため、本節では気候変化［現

状］に対する認知の変化を従属変数としたモデルについての結果の

みを述べる。 

分析の結果を表5に示す。分析対象としたのは、使用した全項目

で有効な回答が得られた 88 件である。回帰式全体の説明力を示す

Nagelkerke R2（0.519）及びモデル係数のオムニバス検定の結果

（p=0.002）から、モデルは問題ないものと判断した。なお、説明変

数である各項目のVIF は 1.283～3.563 の範囲にあり、多重共線性

の問題はないと判断し、全項目を用いて分析を行った。 

分析結果より、気候変化［現状］に対する認知の変化と統計的に

有意な関連がみられた項目は、情報提供への評価では、「文章は読み

やすかった」、「デザインは親しみやすかった」、「内容に興味をもっ

た」、「説得力のある内容だった」、「内容に関して不安を感じた」の

5 項目、デモグラフィック属性では職業、同居人数、情報源の 3項

目であった。 

このうち、情報提供への評価では、「文章は読みやすかった」、「デ

ザインは親しみやすかった」、「説得力のある内容だった」の3項目

については、いずれも評価が高いほど現状の気候変化に対する認知

が強まるという傾向があり、オッズ比の大きさからは「デザインは

親しみやすかった」が認知の変化に最も強く影響を与えていること

が明らかになった。これらのことから、視覚化された気候データの

提供は、親しみやすいデザインであることが最も重要であり、内容

を補足的に説明する読みやすい文章と適切に組み合わせることで回

答者に説得力を感じさせ、気候変化に対する認知を高めることにつ

ながると考えられる。 
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また、「内容に関して不安を感じた」については、評価が高いほど

気候変化の認知が強まらない傾向がみられた。これは、不安感を高

めることが気候変化に対する認知の妨げとなる可能性を示すものと

解釈でき、情報提供においては不安をあおることのないように配慮

する必要があると考えられる。さらに、「内容に興味を持った」につ

いても、評価も高いほど気候変化の認知が強まらない傾向がみられ

た。その理由として、提供されたデータに興味を持った回答者は、

日ごろから気候変動問題への関心が高く、情報収集を行っているた

め、本研究における視覚化された気候データの情報提供はその認知

に影響が及ばなかった可能性が考えられる。 

次に、デモグラフィック属性では、職業で有職（会社員・自営業・

公務員等）、同居人数3人以上で気候変化［現状］に対する認知がよ

り高まる傾向がみられた。これは、有職者では通勤や仕事のうえで、

同居人数3人以上では子どもがいる場合などで、日常生活と気象と

の関連が強く、気候変化に対する関心が高いために、情報提供によ

る影響がみられたと考えられる。また、マスメディア（テレビ・ラ

ジオ・新聞）を主な情報源とする回答者で、気候変化に対する認知

がより強まる傾向がみられた。その理由として、情報提供が気候変

動に関する報道との相乗効果により、気候変化に対する認知を高め

た可能性が考えられる。ただし、インターネットのサイトやＳＮＳ

などのネットメディアを主な情報源とする回答者と、テレビや新聞

などのマスメディアを主な情報源とする回答者では社会経済的属性

の違いも大きいと考えられる。これらの属性については本研究では

調査対象としていないためさらなる検討が必要である。 

 

表 5 認知の変化における二項ロジスティック回帰分析（n=88） 

 

 

おわりに 

 本研究では、視覚化された気候データの提供が、気候変動問題に

対する認知や気候変動への不安に与える影響を検証するため、神奈

川県相模原市において一般市民を対象としたアンケート調査を行っ

たところ、以下の結果が得られた。 

一般的なグラフ形式による情報提供を行った統制群では気候変動

問題の認知と気候変動への不安で統計的に有意な変化はみられなか

ったが、インフォグラフィックにより視覚化された情報の提供を行

った実験群では、気候変化［現状］の認知及び気候変化［将来］の

認知が情報提供後に有意に増加した。つまり視覚化された気候デー

タの提供では回答者の気候変化に対する認知を高める効果が確認さ

れた。一方で、気候影響の認知や気候変動への不安は有意な変化が

みられなかったことから、視覚化された気候データの提供は気候変

動の影響までは十分に伝えられていなかったと考えられる。 

 また、気候変化［現状］の下位項目のうち、「猛暑の続く期間が長

くなっている」と「寒い日や寒い夜が減っている」の2項目、気候

変化［将来］の下位項目では、「雨の降らない期間が長くなる」と「寒

い日や寒い夜が減る」の2項目で、いずれも情報提供後に認知が有

意に増加した。このことから、「猛暑」に関する視覚化されたデータ

の提供が、猛暑に対する現状の認知を高めたほか、寒い日や寒い夜、

雨の降らない期間の認知にも影響を与えたと考えられる。 

 さらに、気候変化［現状］に対する認知の変化を従属変数、情報

提供への評価及び回答者のデモグラフィック属性を独立変数とした

二項ロジスティック回帰分析）を行った結果、情報提供への評価で

は「文章は読みやすかった」、「デザインは親しみやすかった」、「内

容に興味をもった」、「説得力のある内容だった」、「内容に関して不

安を感じた」の5項目、デモグラフィック属性では職業、同居人数、

情報源の3項目で有意な関連が示された。このことから、視覚化さ

れた気候データの提供は、親しみやすいデザイン性が最も重要であ

るとともに、内容を補足する読みやすい文章を適切に組み合わせる

ことで説得力が増し、気候変化の認知を高めることにつながる可能

性が示された。 

ただし、本研究は対象地域である横須賀市の市民を対象としたも

のであり、これらの結果が他の地域においても一般化できるかにつ

いては明らかではない。また、データを視覚化する手法については、

インフォグラフィック以外にも様々な手法があり、それらの比較検

討は今後の課題である。さらに、情報提供が気候変動対策への取り

組みや政策への支持などに与える影響までは対象としていない。今

後、行動や態度の変容までを含めた調査を行うことが求められる。 

 

<謝辞>研究の調査にご協力いただいた横須賀市の関係者の方々と

ご回答いただいた皆さまに感謝致します。本研究は、平成26～27年

度公益財団法人旭硝子財団（環境助成近藤次郎グラント）の助成を

受けて行いました。 

<注> 

1) World Meteorological Organization（2024.4.25更新）

Climate change indicators reached record levels in 2023: 

WMO．<https://wmo.int/news/media-centre/climate-

change-indicators-reached-record-levels-2023-wmo>，

2024.4.25参照 
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2) 気象庁（2024.1.4更新）日本の年平均気温，<https://www. 

data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html>, 2024.4.22参照 

3) 総務庁消防局（2024.4.23更新）令和5年 災害情報一覧，

<https://www.fdma.go.jp /disaster/info/2023/>，2024.4.25参

照 

4) 国立環境研究所（2023.12.1更新）インフォグラフィック，

<https://adaptation-platform.nies.go.jp/local/measures/ 

infographic/index.html>，2024.2.22参照 

5) 消防庁（2013.10.15）平成 25 年夏期（６月～９月）の熱中

症による救急搬送状況（総括）< https://www.wbgt.env.go.jp/ 

pdf/ic_rma/2601/ref01_1.pdf>2024.4.25参照 

6) 国土交通省（2024.3.7更新），水害統計調査

<https://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/kasen/suigaitou

kei/index.html >2024.4.25参照 
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The Impact of Information Provision on Climate Change Perceptions and Anxiety 

 

Yasuo MATSUMOTO 

 

Abstract：The aim of this study is to determine how the provision of visualized climate change data affects the public's 

perceptions and anxiety regarding climate change. Specifically, 2000 citizens in Sagamihara City, Kanagawa Prefecture, aged 20–

69 were randomly selected and provided with information in a general graphical format (control group) and visualized data 

(experimental group) by mail. Pre- and post-survey results showed no statistically significant changes in their perceptions and 

anxiety regarding climate change in the control group (n = 131), while a significant increase in their perceptions of climate change 

in the experimental group (n = 132). The binomial logistic regression analysis was conducted with the changes in perception of the 

current climate as the dependent variable, and evaluation of information provision and demographic attributes of respondents as 

the independent variables. Our findings show that familiarity with the design and readability of text were important for changing 

the perception of climate change. 

Keywords: information provision, data visualization, climate change perception, climate anxiety 

 


